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1．学術雑誌の購読料問題の概況   　▼

　電子ジャーナルの購読料が大学を悩ませてい

る。次の2021年契約更新の見送りを示唆する

大学も複数あり、気がついたら国内大半の大学

が学術雑誌へのアクセスを閉ざされているとい

う状況が出現する危険性もある。学術は学術論

文をベースに築かれるため、そのような状況は

日本の学術にとって危機的である。

　欧米諸国は過去30年以上、購読料の上昇（冊

子体は7－8％、電子版は4－5％の年率上昇[1]）

に苦しめられ、これがインターネット黎明期と

重なったことから、学術雑誌をインターネット

上でオープンアクセス（OA）とすることで購

読料問題を解決しようとしてきた。2002年の

ブダペストOAイニシアティブ1を機に、1）機

関リポジトリに論文の著者最終稿を公開（グ

リーンOA）、あるいは 2）デフォルトで学術雑

誌をOAで出版するOA雑誌（ゴールドOA）を創

設することで、オープンにアクセス可能な学術

論文を拡大させてきている。おかげで、2018

年段階でなんらかの形でOAの論文は、全体の

47％を占めるという調査結果もある[2]。
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識を遅らせ、世界のOA運動に乗り遅れる結果

となった。安倍政権となり円安が進行し、さら

に度重なる消費税の増税を契機として、学術雑

誌の購読料は問題として認識されるようになっ

たが、世界がこれをOA化という手法で解決し

ようとしている、と理解している大学関係者は

未だ少ない。

　他方、世界のOA運動が購読料問題の緩和な

いし解決につながったかというと、微妙なと

ころである。OA運動がなければ購読料が今よ
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り上昇した可能性はあり、またオープンにアク

セス可能な論文は皆無だったと想定されるた

め、効果はあったとは言える。しかし一方で、

論文の約半数がOAになったからといって購読

料が半額になったわけではなく、購読料は引き

続き上昇基調にあり、かつ購読料と論文掲載

料（APC2）の二重取りを可能とするハイブリッ

ド雑誌が生まれたという意味では、購読料問題

は引き続き、厳然として存在すると言える。現

在、欧州を中心にOA運動は、次節で説明する

OA2020とプランSという急進的な動きを見せ

ているが、これによる解決の見通しも極めて雲

行き怪しいというのが現状である。

　なお、そもそもなぜ大学が学術雑誌の購読料

上昇に悩まされるかと言えば、論文数の世界的

な拡大や、電子ジャーナルプラットフォームの

運営・増強の必要性が出版社サイドからは言わ

れるものの、結局のところは、競争が働かない、

商業出版社のモノポリー市場となっていること

が根源的な問題である。特

定の雑誌は特定の出版社

からしか出版されていな

いため、雑誌購読者はある

雑誌が高価だからと言っ

て他の出版社に乗り移る

わけにはいかない。また電

子ジャーナルの購読契約

は、出版社の出版する学術

雑誌をほぼ全て一括で購

読可能とするパッケージ

契約（ビッグディール）が

主流であり、大手三社3だ

けで日本の海外ジャーナル購読費の半分以上を

占めるほどの独占状況のため、これらの契約更

新を見送るとダメージが大きいということも問

題である。

　モノポリー市場で、価格の設定が商業出版社

の言うなりとなっていることの証左が、これら

企業の利益率である。各社とも30－40％前後

もある[3]。妥当な範囲の利益率でビジネスを

してくれれば、アカデミアと出版社の共存共栄

関係が成り立ったと思われるが、こうも暴利を

むさぼられてしまうと、そういう訳にはいかな

くなってしまう。欧米では、商業出版社が株主

への配当を第一優先にしなくてはならない民間

企業であるということが、購読料問題の根源に

あると捉える向きがある。

2．最近の動き：OA2020とプランS  ▼

　現在、欧州を中心に第二ラウンドのアカデミ

図 1　OA2020 提案：学術出版市場の購読ベースから APC ベースへの転換
による完全 OA 実現 [4]（円換算は船守による）[5]

2．APC：Article Processing Charge（論文掲載料）
3．商業出版社大手三社：エルゼビア社、シュプリンガー・ネイチャー社、ワイリー社
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アvs.出版社対決が起こりつつある。戦法を編み

出したのは、独マックスプランク研究所である。

学術雑誌が中途半端にOAとなっているから、

購読料の値下げがなされず、それどころか購読

料とAPCの二重取りが発生しているという認識

のもと、学術雑誌を完全にOA誌のみにしてし

まえば、問題が解決すると考えた。現在、世界

の学術雑誌は購読料ベースで9,880億円市場で

ある。年間約200万本の論文が生産されている

ため、論文一本当たり49万円である。一方、完

全OA雑誌の代表格である

PLOSのAPCは20－30万円

のため、一本あたり2,000

ユーロ（26万円）とすれ

ば、学術雑誌の市場はAPC

ベースでは5,200億円に縮

小するというのである（図

1）。この提案は2015年に

なされ、2020年までに完

全OAを実現することを目

標 に、「OA2020」 と 名 付

けられた[4]。なおOA雑誌

は、購読料収入を得られ

ないため、出版コストを

著者負担のAPCで賄う必要

がある。つまり、OA2020

の提唱に倣うということ

は、研究者にとってもそ

うだが、出版社にとって

も大きなビジネスモデル

の変革を意味する（図2）。

　完全OAを実現する手法

として提案されているの

が、Publish and Read契 約

（PAR契約） 4である。出版

図 2　学術出版のビジネスモデル 2 種（購読モデルと OA モデル）[5]

OA出版は、読者ではなく論文著者に、
学術情報流通コストの負担を求める
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図 3　OA 比率の拡大に伴う学術出版コスト負担内訳の変化 [5]

4．出版をベースとする場合はPublish and Read、購読をベースとする場合はRead and Publishという説も
あるが、明確には定義されていない。OAへ移行する過程の契約のため、transformative agreementとプラ
ンSでは呼んでいる。なお日本の大学図書館コンソーシアム（JUSTICE）はこれを「OA出版モデル契約」
とよんでいる[6]。
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分であるAPCと、購読分の

購読料を組み合わせた契約

形態という意味で、このよ

うに名付けられている。購

読時点と同じ総契約額のま

ま（cost-neutral）、徐々に

購読分を減らし、出版分の

負担を増やす（図3）。出

版分はOA出版されること

が条件なので、世界の主要

国・主要機関が出版社との

契約更新においてこの契約

をすれば、世界の主要な論

文が全てOAになるというシナリオを描いた。

　OA2020には、日本の大学図書館コンソーシ

アム連合（JUSTICE）と物性グループを含む、

138の学術機関が署名（2019年現在）をして

いるが、提案当初、動きはあまり起こらなかっ

た。出版社の了承を得た目標ではないのだから、

無理もないことである。出版社にとってみれば、

市場が4割以上縮小することを意味する。学術

雑誌をOAするための設備投資も必要だし、こ

れまでの購読料は機関から得るため安定収入を

期待できたが、APCとなると研究者が論文を自

身の雑誌に投稿するように誘導しなくてはなら

ず、収入の予測が付かない。アカデミアが「こ

うなったらいい」という夢を語っても、出版社

がのってくるはずがない。

　これに強制力をもって、動きを付けたの

が、欧州11の研究助成機関5のコンソーシアム

cOAlition Sにより2018年9月に提案された「プ

ランS」である。プランSに賛同する研究助成機

関が助成した研究プロジェクトから生み出され

た学術論文は2020年以降、出版後即OAでなく

てはいけないと宣言した。OA2020とプランSは

共同声明を発しており、両者は同じ方向性を向

いているが、OA2020がアカデミア発のヴィジョ

ンであるのに対して、プランSは研究助成機関

発のイニシアティブであるため、強制力が異な

る。プランSは、違反する研究者には制裁措置

もありうるとするなど、強い強制力を有す[7]。

　プランSにおいて、研究者は基本的に「OA

誌」に論文発表することを求められる。PLOSや

Scientific ReportsなどがOA誌の代表格である。

しかしOA誌は、やや新興であることもあり、学

術雑誌全体の15％を構成するに過ぎない。学

術雑誌の約4割は購読料を負担しないと読めな

い「購読誌」、残り45％は、購読誌であるが著

者がOA化経費（APC）を支払うと当該論文のみ

OAとする「ハイブリッド誌」である（図4）[6]。

これは、OAの論文と非OAの論文が混在するた

図 4　OA 状態別 学術雑誌の分布 [5][8]

OA状態から見た学術雑誌の種類

23

購読誌（非OA誌） ハイブリッド雑誌 OA誌

Source: Nature, “Radical open-access plan could spell end to journal subscriptions” (2018.9.4)
https://www.nature.com/articles/d41586-018-06178-7

この部分的にOAで
購読料とAPCの二重取りをしている

ハイブリッド誌が問題！

5．プランSを発した11研究助成機関の所在国：オーストリア、フランス、アイルランド、イタリア、ルクセ
ンブルグ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、スロベニア、スウェーデン、イギリス
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め、ハイブリッド誌と呼ばれる。

　プランSは発表当初、ハイブリッド誌は購読

料とAPCの二重取りの温床となっているという

問題意識から、ハイブリッド誌における論文発

表を禁じていた。しかし論文発表先をOA誌に

限定されることに対する研究者からの反発を受

け、ハイブリッド誌についても、当該誌が3年

以内にOA誌になる計画を持ち、その間出版社が

PAR契約に応じる場合は、当該誌に論文発表可

能となった。これは裏を返すと、プランSが成

功した場合、3年以内に学術雑誌の6割がOA誌

となる可能性を意味する。なおOA化の選択肢を

もたない購読誌（クローズドな雑誌）に論文発

表する場合、研究者は著者最終稿を、機関リポ

ジトリを通じてエンバーゴ期間なしで出版後即

OAにすることを求められる。しかしこれは、出

版社にとっては購読料収入を閉ざされる方法の

ため、現実的に可能か微妙なところである。

　いずれにしても、プランSは研究者に原則OA

誌に論文発表することを強制することを通じ

て、学術雑誌が全てOA誌となることをもくろん

でいる。タイムラインとしては、2021年に発

効し、その後3年以内にハイブリッド誌はOA誌

に転換することが想定されている[9][10]。なお

OA誌に論文発表する場合は20万円前後のAPC

が必要となるが、プランSでは研究助成機関も

しくは学術機関がAPCを補助するとしている。

　

3．プランSに対するレスポンス　　▼

　プランSは、学術雑誌の購読料が高く、アカ

デミアが学術雑誌へのアクセスを奪われている

ことを問題と捉えて生み出されたイニシアティ

ブであるため、本来的にはアカデミアの味方で

ある。しかしプランS（およびOA2020）が示

した問題の解決方法が極端、かつ必ずしも解決

につながらない危険性もあるため、出版社は勿

論のこと、学術機関や研究者も諸手を挙げて賛

成という訳にはいかない状況である。プランS

やOA2020の描く完全OA誌のみの世界への転

換は、購読料問題をAPC問題にすり替えるのみ

になる可能性が高いということが指摘されてい

る。当初プランSはAPCに上限を設けるとして

いたが、出版社からの反発を受け、価格設定の

透明性を求める程度の条件に緩めた。

　以下は、各種ステークホルダの反応である。

【出版社】

　当然のことながら反対である。ビジネスモデ

ルを強制的に購読料ベースからAPCベースに転

換させられる。APCベースでは、OA2020のヴィ

ジョンで見たように市場規模が半分程度に縮小

することが想定されている。また購読料ベース

であれば、機関との購読契約で安定収入が約束

されるが、APCベースになると、気まぐれな研

究者による論文発表に依存する。また年に数十

報しか論文を掲載しない小規模な雑誌は、収入

が大幅に減少し、サステイナブルではない。同

時にNature誌やScience誌などのトップジャー

ナルからは、採択率が低く押さえ、9割以上の

１）OA誌またはOAプラットフォームに出版

２）購読誌に出版し、機関リポジトリ等に

著者最終稿を論文出版と同時に公開

３）ハイブリッド誌にOA出版（ただし、同

ハイブリッド誌が3年以内にOA誌に転換

する計画を有し、PAR契約に応じているこ

とが条件）

表 1　プラン S に適合する論文出版方法
（論文出版後即 OA の原則）
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論文を不採択とするためのインハウスコストが

高く、このコスト回収をAPCに求めることは現

実的ではないとの声が上がった[11][12]。

【研究者】

　賛成というよりは、論文発表を研究助成機関

によりOA誌に限定させられることが「学問の

自由」の侵害にあたるという声が上がった[13]。

これらの声を受けてプランSはハイブリッド誌

への論文発表の道も開いた。しかしそれでも論

文出版は、3年以内にOA誌に転換することを約

束するハイブリッド誌に限定されており、また

前節で見たように購読誌への論文発表は事実上

困難なため、引き続きこの問題は存在する。若

手研究者からは、論文発表先を制限されること

で、研究者キャリアが阻害されるとの声が上

がった[14]。この声を受けてプランSの研究助

成機関は、研究業績が発表された学術雑誌の権

威（IF6）で研究を評価するのではなく、研究

の質等で評価すべきという「研究評価に関する

サンフランシスコ宣言（DORA7）」に基づいて

研究者を評価するという方針を打ち出した。し

かしそうであってもプランS対象国は若手研究

者にとって不利な可能性が高いため、プランS

対象国は若手研究者のポスドク先や大学院進学

先として敬遠されつつあるという噂も聞く。

【研究助成機関】

　具体的な声は聞かれない。しかし、プラン

Sに賛同する研究助成機関が当初の11機関か

ら22機関（2019.10現在）に拡大したことか

ら、賛同する研究助成機関もあることを意味す

る。新たに参加した機関の半数以上は欧州の研

究助成機関であるが、そのほかに、英ウェルカ

ム財団と米ゲイツ財団などの民間の助成機関、

WHOなどの国際機関、そしてザンビア、ヨル

ダンなどの開発途上国の研究助成機関が新たに

参加している。民間の助成機関にとっては、助

成した効果が迅速に広まることが重要なため、

実はプランS以前から論文出版後の即OAを求め

ており、プランSに参加することでこの既存の

方針を強調したことになる。開発途上国につい

ては、良く検討した上での判断と想定される。

論文発表より論文購読の需要の方が高い国や学

術機関にとっては、OA2020やプランSは学術

出版コスト削減の効果的な方法なのである。国

際機関は、民間財団と開発途上国両者のニーズ

を合わせ持っている。

　このように、出版社と研究者の初期反応とし

ては概ね反対であるが、一方で、プランSが成立

することを前提として、プランSおよびOA2020

の求めるPAR契約を模索する動きが、一部の出

版社と学術機関との間で出てきている。

　OA2020を打ち出したドイツが、ドイツ学長

協会（HRK）主導の事務局Projekt DEAL8を設置

し、大手三社に対してPAR契約に基づくナショ

ナルライセンスを求めている。最大手のエル

ゼビア社とは契約が決裂し、すでに2年以上硬

直状態にあるが、ワイリー社とは2019年1月、

6．IF（Impact Factor）：当該雑誌に過去2年収録された論文の被引用数の平均値。
7．DORA：San Francisco Declaration on Research Assessment <https://sfdora.org>
8．Projekt-DEAL：ドイツの大手商業出版社との契約交渉を行う事務局。ドイツの大学やマックスプランク

等の研究機構、専門大学、公共図書館などを含む。<https://www.projekt-deal.de/>
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シュプリンガー・ネイチャー社とは2019年8月

にPAR契約が成立している[15][16][17]。ただ

し、シュプリンガー・ネイチャー社との契約は、

Nature誌シリーズを除外した契約となっている。

　大手三社のなかでは、シュプリンガー・ネイ

チャー社とワイリー社が比較的PAR契約に前向

きで、エルゼビア社は基本的に消極的な立場で

ある。前二社のうちシュプリンガー・ネイチャー

社は6カ国9、ワイリー社は3カ国10とPAR契約を

結んでいる。他方エルゼビア社は、ドイツだけ

でなく、PAR契約を強く求めたカリフォルニア

大学とも、2019年3月に契約決裂した[19]。し

かし相次ぐ大口顧客の離脱により焦りが生じた

のか、エルゼビア社はCEOを交代し、ノルウェー

とはPAR契約を締結した[20]。またフランスと

はPAR契約ではないが、購読費とAPC双方を

ディスカウントする契約を結んでおり、エルゼ

ビア社にも軟化の兆しが見られる[21]。

　中堅の出版社においても動きが生まれてい

る。ケンブリッジ大学出版（CUP）や英国王

立化学会（RSC）、英国物理学会出版局（IOP 

Publishing）などは複数の国や機関とPAR契約

を結んでいる[18]。これらに対して、オックス

フォード大学出版（OUP）や米国化学会（ACS）

は、PAR契約の例がない訳ではないが、契約件

数が少ない。米国物理学会（APS）については

PAR契約の事例を聞かない。おそらく前三社は

後三社に比べて購読ベースではシェアが低いた

め、APCベースでは巻き返しを図ろうとしてい

ると想定される。APCベースでは、論文投稿を

してくれる研究者の囲い込みが必要であるた

め、PAR契約を機関と結ぶことで、年間の論文

発表数の確約を得ようとしているのである。

4．プランSのインパクトと曖昧な不安▼

　プランSの影響は十分に明確になっていない。

しかし学術情報流通関連の国際会議に行くと、

思いの外、プランSやPAR契約に懸念を示す人

は多く、これらが必ずしも歓迎されていないこ

とが推し量られる。ポルトで開催されたOpen 

Science Fair（2019年9月）のプランSセッショ

ンで、プランSの担当に寄せられた第一声は、「プ

ランSによりAPCを必要とするOA誌が拡大する

と、APCの補助を受けられない、プランS非対

象国の研究者は大変困窮するのだが、それにつ

いてはどのように考えるのか？」という質問で

あった。これに対してプランSのプログラム・

マネジャーであるジェイコブス氏は、自分がこ

の任務を最近引き継いだばかりで自分を困らせ

ないで欲しいと弁明した後、「プランSをその設

計思想に基づいて成立させるのが自分の役目」

とし、既定路線を変えることは想定していない

ような口ぶりであった。実際、プランSを強い

意志で設計したスミッツ氏が2019年3月にア

イトホーベン工科大学の学長に就任するために

退いてからは、プランSの方向性を変えるにも、

策士不在の状態である[22]。

　またその1カ月後にエジンバラで開催された

FORCE1911で、「プランSの影響と対応方法」に

9．シュプリンガー・ネイチャー社がPAR契約を結んでいる諸国：ドイツ、オランダ、ハンガリー、イギリス、
フィンランド、スウェーデン（2019.10.20現在。ESACより[18]）

10．ワイリー社がPAR契約を結んでいる諸国：ドイツ、オーストリア、オランダ、ハンガリー、ノルウェー
（2019.10.20現在。ESACより[18]）
11．FORCE19: FORCE11（Future of Research Communication and E-Scholarship）の2019年年次大会
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ついてディスカッションをするBoF12を立てた

ところ、20人近くの参加を得て、関心が極め

て高いことが判明した。大学関係者だけでなく、

出版社が参加していたことも興味深い。ワイ

リー社とオックスフォード大学出版からの参加

があったが、いずれも末端の担当者レベルの知

るところでは、それぞれの出版社において、プ

ランSやPAR契約に対して具体的な対応は図ら

れていなかった。「全てのハイブリッド誌の編

集長に、OA誌への転換を促すようなことはし

ているか？」という質問に対して両社とも、現

段階ではまだ対応はしておらず、各雑誌に判断

と対応を任せているとのことであった。

　プランS対象国である英国の大学関係者から

は、「全ての研究助成機関がプランSに賛同して

いるわけではなく、プランSに賛同していない

助成機関も賛同しているため、大学としてどの

ように対応すれば良いのか分からない」とあっ

た。同様に、英連邦内のカナダおよびオースト

ラリアからも、国内の研究助成機関はプランS

に現段階では賛同していないものの、英連邦の

一部として、プランSに関係する助成も一部に

はあり、現場でどのように対応したら良いのか

分からないとあった。またこれら英連邦諸国の

研究助成機関がプランSの動きに鈍感のように

見えるため、注意喚起をした方が良いと思うも

のの、どのような方向に仕向けると良いのか分

からないという声もあった。プランSにより研

究者は、APC補助を得られる研究者を共同研究

者に入れようとする動きがあるとの意見もあっ

た。他方、インドからはプランSを歓迎する声

が研究者ほか多方面からあり、出版社とも購読

料とAPCを組み合わせた契約を検討していると

の報告もあった。

　いずれにしても、具体的な対応は各国、各ス

テークホルダにおいて図られておらず、総じて、

プランSの影響や対応方法が不透明で、曖昧な不

安のなかにあるというのが概況のようである。

　そのような中、フランスは極めてしたたかで

現実的な対応をしている。フランスは2019年4

月にエルゼビア社と向こう4年間の契約締結を

しているが、これが極めて好条件なのである。1）

2019－22年の4カ年で13.3％の購読費減額、2）

APCは25％ディスカウント、さらに 3） グリー

ンOAとして、まずエルゼビア社のサイトにてフ

ランス人著者の論文の著者最終稿が12カ月後に

公開となり、さらに24カ月後には印刷版が仏国

家リポジトリHAL13に送られ、公開可能となり、

4）2002－12年の論文のPDFデータがフランス

の論文アーカイブDBであるISTEX-DBに送られ、

テキスト・データマイニングが可能となる[21]。

　この交渉をした仏図書館コンソーシアムの

Couperinによると、交渉の方針はCouperinの運

営委員会で決まり、それに基づいて交渉したと

のことである。運営委員会は、大学長、CNRS

所長、その他研究機関の所長、高等教育・研究

イノベーション省の担当者など10人からなる。

エルゼビア社とPAR契約を交渉すべきか否かに

ついては、賛成の大学関係者と、反対の研究機

関関係者で意見が割れ、PAR契約ではないが、

購読料とAPC双方を組み合わせ、かつ両者とも

大幅な減額を要求する交渉戦略となった。

　フランスの大学側と研究機関側のPAR契約に

対する見解の相違は興味深い。CNRS等研究機

12．BoF：Birds of Feather sessionの略。関心のある者で集まり、自由討論をする。
13．HAL：フランスの国家学術リポジトリ。機関リポジトリの機能も有す。<https://hal.archives-ouvertes.fr/>
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関側にとっては、学術出版が完全OAとなり、

全ての論文出版にAPCが必要となると、これま

で購読料として負担していた額より負担が重く

なるのである。これに対して、大人数の学生を

擁し、論文出版より論文閲覧の需要の方が大き

い大学にとっては、OA誌が主流となると購読

料が不要となるため、お得になるのである。前

述のインド等開発途上国がプランSに賛成なの

も、同様の理屈である。

　なおCouperinに、今後の交渉戦略について問

うたところ、当面は他の大手出版社にも同様の

交渉戦略で挑む可能性が高いものの、これが恒

久的な方法とは考えていない、とのことであっ

た。今回の交渉条件は、学術出版が数年後に、

OA誌主体のAPCベースとなるのか、それとも

まだ購読料ベースなのか、不透明な現時点にお

いて、フランスにとって最も有利となるであろ

う条件を検討した結果である。次期契約更新の

ときには再び状況を見極め、そのときに最も賢

い交渉条件を検討するとのことであった。

　フランスがしたたかで現実的な交渉戦略を

とっているのに対して、ドイツおよびカリフォ

ルニア大学は、学術出版における商業出版社の

支配を突き崩し、学術をアカデミアの手に取り

戻すという信念のもと、PAR契約を追求してい

る。カリフォルニア大学のエルゼビア社との契

約決裂は、米国の大学を中心に広く共感を呼び、

欧州中心であったOA2020の動きが全米にも伝

搬する気配を見せている[23]。カリフォルニア

大学の10分校の契約を一括交渉しているのは

カリフォルニア大学機構の下にあるカリフォル

ニア・デジタルライブラリー（CDL）であるが、

商業出版社との対決姿勢を見せているのは、各

分校の教育研究評議会（Academic Senate）と

教員である。カリフォルニア大学の教員達は以

前からOA運動に意識が高く、ゴールドOAの象

徴となるOA誌PLOSを創刊したのもUCバーク

レーのマイケル・アイゼン教授（計算生物学）

である。今回のカリフォルニア大学のエルゼビ

ア社との契約決裂を受けて、契約交渉を再開し

ないとCell Pressの28誌のエディトリアルを辞

任する、という署名運動とエルゼビア社への通

告もなされた[24]。もともと「言論の自由運動

（Free Speech Movement）」の発祥の場である

リベラルな気風が手伝っているが、CDLや各分

校の図書館が過去10年間、教員との対話を密

に行い、教員の問題意識を高めることに努めて

きたことも大きいと言われている。

　ドイツは、ドイツ学長協会（HRK14）が主導

権を握り、マックスプランクやフラウエンホー

ファーなどの研究機構や、専門大学（ファッ

ハホッホシューレ）、公共図書館などとも連携

し、大手商業出版社に対して交渉を行っている

（Projekt-DEAL）。一方、Projekt-DEALレベルで

はエルゼビア社と既に2年以上契約決裂してい

るものの、一部の上位大学においてエルゼビア

社と個別に購読契約を結んでいるというケース

もあるなど、ほころびも見える。OA2020やプ

ランSが恒久的な解決になるという見通しがな

いなか、いたしかたない動きとも言える。

　商業出版社との契約は、1）学術出版や学術

情報流通のあるべき姿の理念論と、2）学術出

版コストを誰がどのように負担するかという現

実論をバランスさせながら、現実的に対応を

図っていく必要がある。

14．HRK (Hochschulrektorenkonferenz)：ドイツ学長協会<https://www.hrk.de/>



大学マネジメント   NOV　2019　Vol.15, No.8 15　■

5．多様な学術出版形態を求めて　   ▼

　OA2020とプランSが、学術出版のコスト負

担を購読ベースかAPCベースの二項対立的に捉

えていることへの批判から、学術出版の多様性

をより大事にすべきという声が多方面から挙

がっている。

　この重要性をプランSに直接示したのが、南

米であった。南米はスペイン語圏ということも

あり、従前からSciELO15というOA出版プラット

フォームを政府が運営し、南米における学術の

ヴィジビリティと研究力向上に努めている。政

府運営のため、購読料もAPCも発生しない。し

かしOA2020やプランSにより、「OA出版＝APC

が必要」という図式が一般化してしまうと、こ

れら政府ベースのOA出版プラットフォームに

もAPCを請求する理由を与えかねない。国際誌

およびプランSは、開発途上国の研究者に対し

てAPC免除や減免などの優遇措置を提供すると

しているが、これは実際のところ、商業出版社

がこれら開発途上国との購読契約を結ぶ際の

バーター等となっていることもあり、望ましい

ことではない[25][26]。南米からの強い主張に

押され、プランSは2019年5月に発表した改訂

版において、APC不要なOAプラットフォーム

も視野に入っていることを明示した。同様に、

OAリポジトリ連合（COAR）からの主張を受け

て、機関リポジトリを通じた論文の著者最終稿

の公開もより明確に位置づけられた[27]。

　OA2020が発せられた段階ですでにこの問題

に気づき、「オープンサイエンスと出版の多様

性のためのジュシュー宣言16」を発したのはフ

ランスである。出版の多様性を表現するために、

“bibliodiversity”という造語を用いた。“biblio”

は「書誌情報」から来ている。

　フランスは、学術機関は学術を創造するだ

けでなく、学術を発信し送り届けるところま

で、責任を持つべきであるという思想から、学

術出版や学術情報流通を支える仕組みを、多様

なレイヤーに有している。大学における出版を

大事にし、書物の編集者（copy editor）を各

大学に2－20人配備しているのはその例の一つ

だが、デジタル出版においても国家として、人

文社会科学系に特化した“Open Edition17”とい

うプラットフォームと、国家リポジトリHALと

プレプリントサーバArXiv18上で実現するオー

バーレイジャーナル19“Episciences20”の仕組み

を持っている。

15．SciELO：南米のOA出版プラットフォーム。ブラジルが1997年に開始し、現在、南米以外のスペイン、
南アを含む、16カ国に広がっている。<https://scielo.org/>

16．Jessieu Call for Open Science and Bibliodiversity <https://jussieucall.org/jussieu-call/>
17．Open Edition：フランスの人文社会科学系学術総合ポータル <https://www.openedition.org/>
18．ArXiv：物理、数学、コンピュータ科学等の分野を中心とするプレプリントサーバー。高エネ物理学で

始まったが、現在は、経済学や工学、生物学なども含めた多様な分野に広がりを見せている。< https://
arxiv.org/>

19．オーバーレイジャーナル：機関リポジトリ等のコンテンツ保存システムの上に構築された仮想的な学術
雑誌運営システム。投稿論文や出版される論文のコンテンツは機関リポジトリ等におかれ、これを参照す
るかたちで、論文投稿や査読、編集等のプロセスが行われる。

20．Episciences：フランスの国家リポジトリHAL上のオーバーレイジャーナルの仕組み<https://www.
episciences.org/>
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　Open Editionは、「著書・学術雑誌・ブログ・

大会情報」の４つを一カ所で閲覧できる、いわ

ば人社系学術総合ポータルである。いずれもOA

出版されるが、人社系の学術出版は編集者の存

在が不可欠であるため、出版社がこの費用回収

ができるように“Freemium”モデルという仕組み

を導入している。Freemiumモデルでは、html

はオープンに閲覧可能であるが、PDFは大学図

書館等を通じて機関購読するようになってい

る。ここにも、学術機関は学術出版を支えるべ

き、という思想が根付いている。htmlをオープ

ンにしているのは、デジタル時代の出版は、冊

子体時代を体現したPDFではなく、XMLベース

のhtmlであるという信念から来ている。このた

めOpen Editionは、この事業を通じて、小規模

な学術出版社に対して研修や助言、そしてツー

ルを提供し、“XMLize”することを目指している。

　Episciencesは、リポジトリを通じた革新的学

術出版モデルの創造を目指して構築された。リ

ポジトリをプレプリントサーバとして利用して

おり、Episciences上の学術雑誌に論文投稿する

際はまず、リポジトリに原稿をプレプリントと

して公開しなくてはならない。査読は通常の学

術雑誌と同様のプロセスで行われるが、査読者

はリポジトリ上のプレプリントを参照し、査読

を行う。プレプリントで、論文著者が誰か分かっ

てしまうため、学術雑誌のダブル・ブラインド

査読を許容しない仕組みだが、デジタル時代に

おいてはプレプリント段階から情報共有する迅

速性が鍵となると言われているため、このよう

な設計となっている。査読完了段階や最終出版

段階の原稿はリポジトリ上でバージョン管理さ

れ、閲覧可能となる。全般に閲覧も論文発表も

無償（free to read, free to write）の仕組みである。

　他国にも同様の学術出版の仕組みがないわけ

ではないが、フランスは国家として多様な学術

出版を試行していたため、前述のジュシュー宣

言を発することとなった。数多くのフランスの

学術機関が同宣言を採択している。他方、特に

プランSが出現して以降、フランス外の学術機

関もこれを採択するようになっている。学術出

版は、学問分野ごとに多様な形態で発展してお

り、a）学会費で出版コストをカバーしたり、b）

関係機関からの会員費やクラウドファンディン

グで成り立たせたり、c）購読料とAPCの双方

を必要としたり、d）政府補助に頼っていたり

する。プランSの二項対立的な論法により、こ

れら多様な出版形態が成り立たなくなり、大手

商業出版に吸収・合併されてしまうことが危惧

されている。

　学術出版の多様性は、学術出版のビジネスモ

デルの観点だけでなく、言語や形態など、様々

な観点から重要となっている。近年のオープン

サインスに向けての潮流は、研究データの共有・

公開を通じた、学術の進展の加速やイノベー

ションの創出を期待している。また研究データ

に留まらず、ソースコードや計算環境、研究ツー

ルなども共有・公開し、オープンなコラボレー

ションのもと研究開発を進展させる動きも、特

にコンピュータ科学の分野においてある。

　こうして考えると、デジタル時代においては、

学術論文だけでなく、研究データやソースコー

ド等、学術生成プロセスに伴う様々な媒体を保

存・共有することが可能となっており、改めて、

デジタル時代において、学術を共有・継承する

のに最適な媒体は何か、再検討する時代に入っ

ていると思われる。なお、学術情報を共有・継

承するのに最適な媒体は学問分野によって異な
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ると想定され、学問分野ごとの検討が必要とさ

れている。

　他方、エルゼビア社はすでに、学術論文と

いうコンテンツを提供するビジネスから、先

行研究の下調べやデータ解析、共同研究、研究

成果の発信、研究評価に至る、研究者の研究プ

ロセスの諸要素をカバーする学術研究プラット

フォームを提供するビジネスへの転換を図りつ

つある[28]。再び商業出版社の手中に入り、今

度は商業出版社の提供する学術研究プラット

フォームなしでは研究活動ができず、その使用

ライセンス料で苦しむこととなる危険性があ

る。そうなる前に、アカデミアで真剣に、学術

情報を共有・継承するのにはどうすれば良いか、

多様な分野で多様なかたちで形成されてきてい

る学術雑誌やその他の学術活動のためのプラッ

トフォームをどのように温存・発展させれば良

いのか、検討する必要がある。

6．結び―デジタル時代の
　　　　学術エコシステムを考える▼

　デジタル時代は学術のあり方を根底から変え

つつある。当初は、物理的世界の活動がデジタ

ルに移行し、単に効率化が図られるだけだが、

次第にその威力を発揮し、学術界の価値の変革

が起きてきている。

　学術出版のデジタル化は当初、冊子体の学術

雑誌を電子ジャーナルに移行しただけであった

が、この電子ジャーナルプラットフォームはIF

や被引用数、h-index、論文数などの自動計算

を可能とし、質的に行われていた研究評価が

これら量的指標に支配されるようになった。こ

れに伴い研究者は、優れた研究成果を生み出す

こと以上に、これら指標でよく見えるように腐

心するようになり、論文の乱造や、論文タイト

ルは極めて魅力的で人目を捉えるが、中身の薄

い研究が横行するようになった。論文輩出のプ

レッシャーから、研究不正やハゲタカ雑誌の問

題も生まれるようになった。

　一方、こうした問題行動が出現しただけで

なく、デジタル時代となり、研究活動を遠距

離の者同士でも容易に行うことができるように

なり、多角的な視点を入れた研究活動が可能と

なったプラスの効果もある。国際共同研究や社

会との協働活動が拡大している。電子ジャーナ

ルは、物理的制約から放たれ、特別に優れた

論文だけでなく、平凡な論文や失敗した研究

（negative results）も収録可能とした。学術雑

誌に優れた論文の選別機能を期待する者にとっ

ては迷惑な現象かもしれないが、学術の積み上

げが画期的発見のみで行われるのではなく、そ

れを検証する論文も必要とすることを考える

と、学術の進展にとっては好ましいこととも言

える。前節に紹介したように、学術の創造と継

承において、論文という媒体だけでなく、研究

データや研究ツール、研究活動なども共有・保

存できるようになったことも、デジタル時代の

恩恵の一つで、これも新たな学術を拓く可能性

がある。

　デジタル時代の学術の形態が最終的にどこに

落ち着くのかは皆目分からないが、何を学術成

果として捉え、何を評価するかも含め、学術に

おける大きな価値変革を伴うことは、現在見え

ている変化だけからも、確実である。学術出版

の費用負担の問題は、過去数十年のアカデミア

と商業出版社の攻防を見ると、「学術雑誌」と

いう枠内では解決が難しいようである。冊子体
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時代に確立したアカデミアと商業出版社の役割

分担をそのままデジタルに移行した歪みが生ま

れているように見える。この解決には、検討の

枠を広げて、デジタル時代の研究活動と学術情

報流通のあり方を構想し、再構成された学術に

おける新たな学術エコシステムを編み出してい

く必要があるように思われる。

　一方、この変革は百年単位で起こることも考

えると、当面は、フランスのように臨機応変な

対応が重要のように思われる。ただしその場合

も、金銭面の損得のみを考えていたのでは当面

の解決にすらもつながらないため、日本の研究

力をどのように維持・向上させるか、学術情報

流通において日本が世界において、どのような

役割を有していきたいのかを踏まえ、判断して

いく必要がある。

　これからの研究力は、論文数やIFに留まるも

のではなく、研究の質がより重視されるのは無

論のこと、ヴィジビリティや出版の迅速性など、

露出度も大きな要素となることが予想される。

より多くの論文をOA出版すること、プレプリ

ント段階からのOA出版を拡大することは、日

本の研究のヴィジビリティ向上や国際共同研究

の拡大、研究力の向上につながるだろう。研究

データや研究ツールなどの可視化や共有も、優

れた研究者を各国から惹きつける材料となる。

また研究テーマとして社会的課題解決をより強

調することも、学術研究のインパクトの範囲と

反響の拡大につながる。（また、あまり好まし

いことではないが）APC補助のある研究者が共

同研究者として優先されるということも、学術

情報流通に関わる施策策定において、視野に入

れる必要がある。

　国内であまり認識されていないが、日本は、

科学技術情報発信・流通総合システム（J-Stage）

や機関リポジトリクラウドサービス（JAIRO 

Cloud）など、世界で有数のOA出版プラット

フォームを有する国であり、世界に羨ましがら

れている。またこれを成り立たせている大学図

書館業界の組織力なども、世界有数である。学

術のヴィジビリティ拡大や迅速な公開、論文以

外の研究リソースの共有は、e-プラットフォー

ムを必要とする。商業出版社の提供するプラッ

トフォームではAPC等諸経費が国外に流れ出す

だけのため、既存のプラットフォームや体制を

活用し、国内にプレプリントサーバやオーバー

レイジャーナルを用意することは一つの対策に

つながるだろう。

　なおプラットフォームは「街」のようなもの

で、利用者が多く活気があれば発展し、良いも

のとなっていくし、そうでなければ廃れてい

く。より多くの学術コミュニティに利用しても

らい、各学問分野や各大学のコミュニティの情

報交換と集いの場となるように、デジタル時代

の学術の場をデザインしていく必要がある。
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